
昭和女子大学大学院学則 
第１章 総則 

第１条 本大学院は、建学の精神に則り、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を

きわめ、又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を

培い、文化の進展に寄与することを目的とする。 

第２条 本大学院は教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するた

め、教育研究活動の状況について自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検及び評価の方法、結果の検証及び公表等に関する規程は、別に定める。 

第３条 本大学院の課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課程とする。ただし博士

課程は、前期２年及び後期３年の課程に区分し、前期２年の課程は博士前期課程とし、

後期３年の課程は博士後期課程とする。 

２ 博士前期課程及び修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け専攻分野における

研究能力又は高度の専門性を要する職業に必要な高度の能力を養うものとする。 

３ 博士後期課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、又は、そ

の他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊か

な学識を養うものとする。 

４ 専門職学位課程を専門職大学院とし、専門職大学院に関する学則は別に定める。 

第４条 博士前期課程及び修士課程の標準修業年限は２年とし、その最長在学年限を４年

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、主として実務の経験を有する者に対して教育を行う場合で

あって、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期

において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないときは、

研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を１年以上２年未満の期間

とする。 

３ 博士後期課程の標準修業年限は３年とし、その最長在学年限を６年とする。 

４ 長期にわたり計画的に教育課程を履修する者（以下「長期履修学生」という）の修業

年限は、修士課程及び博士前期課程にあっては４年とし、その最長在学年限を６年とす

る。また、博士後期課程にあっては６年とし、その最長在学年限を８年とする。 

第５条 本大学院に次の研究科を置く。それぞれの研究科に置く専攻と専攻の目的は次の

とおりである。 

文学研究科 



(1) 文学言語教育専攻（博士前期課程）は、日本及び英米に関する文学・言語学・言語

教育学を領域とする知識や理論、技能を涵養し、優れた研究能力や実践的な能力を養

うことにより、研究・教育をはじめ専門性を有する分野で活躍し得る有為な人材の育

成を目的とする。 

(2) 文学言語学専攻（博士後期課程）は、日本及び英米に関する文学・語学・言語教育

学について、高い学識の修得並びに高度な専門的研究能力を涵養し、研究・教育をは

じめ高度の専門性を有する諸関連分野で活躍し得る有為な人材の育成を目的とする。 

生活機構研究科 

(1) 生活文化研究専攻（修士課程）は、多岐にわたる生活文化に関して高度で知的な素

養を持ち、研究、教育及び社会的活動を通して、知識基盤社会を多様に支える人材の

養成を目的とする。 

(2) 心理学専攻（修士課程）は、心理学諸領域（認知・発達・社会・臨床など）に関わ

る専門的知識と技能を修得した人材の養成を目的とする。 

(3) 人間教育学専攻（修士課程）は、人格的豊かさをもち、社会や子どもの変化に的確

に対応できる専門的知識と技能を修得し、高度の実践的指導力を身につけた人材の養

成を目的とする。 

(4) 福祉社会研究専攻（修士課程）は、現代社会の諸課題を解明すると共に、より良い

福祉社会を創っていくために必要な価値観・理論・実践力を修得した人材の養成を目

的とする。 

(5) 環境デザイン研究専攻（修士課程）は、工学から芸術・人文系に至る幅広い学問体

系を有する専攻として、服飾・インテリア・建築等生活に関わる広い環境を対象とし

たデザインの分野で研究・実践する人材の養成を目的とする。 

(6) 生活科学研究専攻（修士課程）は、ヒトの生命の営みを、生活を取り巻く食環境と

そのライフステージとの関連から解明し、食行動と健康増進に関連するテーマを多角

的に研究する人材の養成を目的とする。 

(7) 生活機構学専攻（博士後期課程）は、幅広い分野における人間の生活に関する総合

科学の研究を自律的に行うことのできる高度の研究者・専門職の人材養成を目的とす

る。 

２ 各研究科にそれぞれ次の表の専攻、課程をおき、修士課程、博士課程の別は、次の表

の右欄に掲げるとおりとする。 

研究科名 専攻名 課程の区分 



文学研究科 文学言語教育専攻 博士前期課程 

文学言語学専攻 博士後期課程 

生活機構研究科 生活文化研究専攻 修士課程 

心理学専攻 

人間教育学専攻 

生活科学研究専攻 

環境デザイン研究専攻 

福祉社会研究専攻 

生活機構学専攻 博士後期課程 

３ 文学研究科文学言語教育専攻博士前期課程は、主として実務の経験を有する者に対し

て、標準修業年限を１年とする英語教育専修コースを併せ置く。 

４ 生活機構研究科生活文化研究専攻修士課程は、主として実務の経験を有する者に対し

て、標準修業年限を１年とする１年制コースを併せ置く。 

第６条 各研究科、各専攻の学生入学定員及び収容定員は、次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 入学定員 収容定員 

博士前期

課程・ 

修士課程 

博士後期

課程 

合計 博士前期

課程・ 

修士課程 

博士後期

課程 

合計 

文学研究

科 

文学言語教育専攻 15名 ― 15名 30名 ― 30名 

文学言語学専攻 ― 5名 5名 ― 15名 15名 

計 15名 5名 20名 30名 15名 45名 

生活機構

研究科 

生活文化研究専攻 10名 ― 10名 20名 ― 20名 

心理学専攻 20名 ― 20名 40名 ― 40名 

人間教育学専攻 10名 ― 10名 20名 ― 20名 

生活科学研究専攻 5名 ― 5名 10名 ― 10名 

環境デザイン研究

専攻 

5名 ― 5名 10名 ― 10名 

福祉社会研究専攻 5名 ― 5名 10名 ― 10名 

生活機構学専攻 ― 5名 5名 ― 15名 15名 

計 55名 5名 60名 110名 15名 125名 

合計 70名 10名 80名 140名 30名 170名 



第２章 教育方法及び授業科目の履修方法 

第７条 本大学院の教育は、建学の精神に則り、授業科目の授業及び学位論文の作成等に

関する指導（以下「研究指導」という。）によって行うものとする。 

第８条 各研究科の授業科目及び単位数は、別表(1)のとおりとする。 

第９条 各研究科の学位論文の作成等に関する研究指導は、各研究科教授会において研究

科長が定め、学長が決定する。 

第10条 各研究科の授業科目の単位の計算方法は、昭和女子大学学則を準用する。 

第11条 学生は、各自の研究分野を定め、その目的に適するように指導教員の指導により

授業科目を履修するものとする。 

第12条 各研究科において教育研究上有益と認めるときは、他の大学院の授業科目を、15

単位を超えない範囲で、本大学院において修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、外国の大学院等に留学する場合、外国の大学院等が行う通信教育にお

ける授業科目を我が国で履修する場合、大学院等の教育課程を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設で文部科学大臣が別に指定する当該

教育課程における授業を我が国において履修する場合について同様とする。 

３ 各研究科において教育上有益と認めるときは、本大学院に入学する前に大学院におい

て修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む）を、本大学院に入学した後

15単位を超えない範囲で、本大学院において修得したものとみなすことができる。ただ

し、転入学、再入学等の場合はその限りではない。 

４ 本条第１項から第３項により修得したものとみなすことのできる単位数は、合わせて

20単位を超えないものとする。 

第13条 授業科目を履修した者に対しては、考査のうえ、その合格者に所定の単位を与え

る。 

第14条 各研究科において教育上有益と認めるときは、他大学の大学院及び当該大学院付

置研究所とあらかじめ協議のうえ、博士課程及び修士課程の学生が、当該研究所、当該

大学院において必要な研究指導を受けることができる。ただし、修士課程及び博士前期

課程の学生について認める場合は、当該研究指導を受ける期間は１年を超えないものと

する。 

第15条 各研究科において教育上特別の必要があると認められるときは、夜間その他特定

の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うこと

ができる。 



第16条 本大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修

及び研究を実施するものとする。 

第３章 課程の修了要件及び学位 

第17条 修士課程及び博士前期課程の修了要件は、当該課程に標準修業年限以上在学し、

本学則に定める授業科目について、30単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた

うえ、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関して

は、優れた研究業績を上げた者については大学院に１年以上在学すれば足りるものとす

る。 

２ 前項の場合において、当該修士課程及び博士前期課程の目的に応じ適当と認められ、

学長が承認するときは、特定の課題についての研究の成果の審査をもって修士論文の審

査に代えることができる。なお、当該審査に関する審査方法は、第18条第１項から第５

項までを準用する。 

３ 第12条第３項により本大学院において単位を修得したものとみなす場合で、当該単位

の修得により本大学院の修士課程又は博士前期課程の教育課程の一部を履修したと認め

るときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で

本大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、当該課程に少なく

とも１年以上在学するものとする。 

第18条 修士論文の審査及び最終試験は、各研究科長の定める審査委員がこれを行う。 

２ 前項の審査は、指導教員のほか、当該専攻の授業科目を担当する専任教員１名以上を

加える。 

３ 審査委員は、論文審査及び最終試験実施のうえ、その評価に関する意見を記載した審

査報告書を各研究科教授会に提出しなければならない。 

４ 各研究科教授会は、各審査委員から提出された審査報告書に基づいて協議のうえ、審

査の結果を学長に報告するものとする。 

５ 学長は、各研究科教授会から提出された修士論文の審査及び最終試験の結果に基づい

て、合格、不合格を決定する。 

第19条 博士後期課程の修了要件は、本大学院に３年以上在学し、本学則に定める授業科

目について、文学研究科は20単位以上、生活機構研究科は16単位以上を修得し、かつ必

要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者について

は、博士後期課程に１年以上在学すれば足りるものとする。ただし、第17条第１項ただ



し書の規定による在学期間をもって修士課程及び博士前期課程を修了した者の在学期間

は、大学院に３年（修士課程及び博士前期課程における在学期間を含む）以上在学すれ

ば足りるものとする。 

３ 学校教育法施行規則第156条の規定により、大学院への入学資格に関し修士の学位を

有する者と同等以上の学力があると認められた者が博士後期課程に入学した場合の博士

後期課程の修了要件は、第１項の定めるところによる。ただし、在学期間に関しては、

優れた研究業績を上げた者については、博士後期課程に１年以上在学すれば足りるもの

とする。 

第20条 博士論文の審査及び最終試験は、第18条第１項から第５項までを準用する。 

第21条 本大学院において授与する学位は、次のとおりとする。 

研究科名 専攻名 課程名 授与学位 

文学研究科 文学言語教育専攻 

（英語教育専修コースを除く） 

博士前期課程 修士（文学） 

文学言語教育専攻 

（英語教育専修コース） 

修士（英語教

育） 

文学言語学専攻 博士後期課程 博士（文学） 

生活機構研究科 生活文化研究専攻 修士課程 修士（学術） 

心理学専攻 修士（学術） 

人間教育学専攻 修士（学術） 

生活科学研究専攻（食・栄養コース） 修士（学術） 

生活科学研究専攻（実践栄養コース） 修士（栄養） 

環境デザイン研究専攻 修士（学術） 

福祉社会研究専攻 修士（学術） 

生活機構学専攻 博士後期課程 博士（学術） 

２ 本大学院において学位を授与された者は、学位の名称を用いるときは、本大学名を付

記するものとする。 

３ 第19条の規定によらないで、本大学院に論文を提出して博士の学位を請求し、所定の

審査及び試験に合格した者に博士の学位を授与する。 

４ 学位授与に必要な事項は、昭和女子大学学位規則に定める。 

第22条 高等学校教諭一種免許状及び中学校教諭一種免許状の所要資格を有する者で、当

該免許教科に係る高等学校教諭専修免許状及び中学校教諭専修免許状の所要資格を得よ



うとする者は、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める所要単位を修得し

なければならない。 

２ 本大学院各研究科修士課程及び博士前期課程において、当該所要資格を取得できる高

等学校教諭専修免許状及び中学校教諭専修免許状の免許教科は、次の表のとおりとす

る。 

研究科名 専攻名 免許状の種

類 

免許教科 免許状の種類 免許教科 

文学研究

科 

文学言語教育専攻 中学校教諭

専修免許状 

国語 

外国語（英

語） 

高等学校教諭

専修免許状 

国語 

外国語（英

語） 

生活機構

研究科 

生活文化研究専攻 中学校教諭

専修免許状 

社会 高等学校教諭

専修免許状 

地理歴史 

心理学専攻 ― ― 高等学校教諭

専修免許状 

公民 

人間教育学専攻 幼稚園教諭専修免許 小学校教諭専修免許 

生活科学研究専攻 中学校教諭

専修免許状 

家庭 高等学校教諭

専修免許状 

家庭 

第23条 心理学専攻において公認心理師の受験資格を取得しようとする者は、第17条の規

定によるほか、公認心理師法及び同法施行規則に基づき本学が指定する授業科目の単位

を修得しなければならない。授業科目の履修条件は、別に定める。 

第４章 学年、学期及び休業日 

第24条 本大学院の学年・学期及び休業日は、昭和女子大学学則を準用する。 

第５章 入学、休学、退学及びその他 

第25条 入学の時期は、学年の始め又は学期の始めとする。 

第26条 本大学院修士課程及び博士前期課程に入学することができる者は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。 

(1) 学校教育法第83条に定める大学を卒業した者 

(2) 学校教育法施行規則第155条第１項により大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認められたもの 

(3) 大学に３年以上在学した者であって、本大学院の定める単位を優秀な成績で修得し

たと認めたもの 



(4) 学校教育法施行規則第160条により大学に３年以上在学した者に準ずる者であっ

て、本大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めたもの 

第27条 本大学院博士後期課程に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当

する者とする。 

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 学校教育法施行規則第156条に定める修士の学位又は専門職学位を有する者と同等

以上の学力があると認められたもの 

第28条 入学志願者は、次の書類に別表(2)に定める入学検定料を添えて申し込むものとす

る。 

(1) 本大学院所定の入学願書 

(2) 出身大学長の発行する成績証明書及び卒業証明書（又は卒業見込み証明書）、博士

後期課程入学志願者は出身大学院の学長の発行する成績証明書及び修了証明書（又は

修了見込み証明書） 

(3) 最近３か月以内の写真 

第29条 本大学院の実施する入学選抜考査に合格し、別表(2)に定める、入学金を含めた所

定の納入金を納めた者について、学長は入学を許可する。 

２ 前項の入学選抜考査の時期及び方法は、その都度定める。 

第30条 入学を許可された者は、所定の期日までに本学所定の手続きを行わなければなら

ない。 

２ 所定の期日までに本学所定の手続きを行わないときは、入学許可を取り消す。 

第31条 外国人の入学に関する事項は、別にこれを定める。 

第32条 本大学院の開設する１授業科目又は数授業科目を選択履修することを許可した者

を科目等履修生とする。 

２ 科目等履修生として聴講を志望できる者は、第26条、第27条に規定する大学院入学資

格を有する者とする。 

３ 科目等履修生の許可は学長が決定する。 

４ 科目等履修生の聴講料は、昭和女子大学学則を準用する。 

５ 科目等履修生に対しては、本条に規定するもののほか本学則の各条を準用する。ただ

し、第４条、第17条から第23条までの規定は、準用しない。 

第33条 疾病その他、やむを得ない理由で学業を続けることができないときは、その理由

を詳記し願い出て、休学することができる。 



２ 休学の期間は、１か年以内とする。特にやむを得ない事情のある者には、休学の継続

を許可することがある。ただし、その期間は３か年以内とする。 

３ 休学の理由が止んだ時は、復学願を提出しなければならない。 

４ 休学者は、学期の始めに復学することができる。 

５ 休学の期間は、在学年数に通算しない。 

６ 疾病その他の理由により修学することが適当でないと認めるときは、学長が休学を命

ずる。 

第34条 退学したい者は、その事由を詳記し願い出て、学長の許可を得なければならな

い。 

第35条 正当の理由で退学した者、若しくは学費未納により除籍となった者が再入学を願

い出たときは、学期の始めに限り、審査のうえ学長がこれを許可することがある。ただ

し、最長在学年限の上限に達した者並びに再入学後に退学、除籍となった者は再入学で

きない。 

第36条 他の大学院に転学しようとするときは、指導教員を経て学長の許可を得るものと

する。 

第37条 他の大学院生が本大学院に転学を希望するときは、学生収容定員に余裕のある場

合に限り選考のうえ学長がこれを許可することがある。 

第38条 長期履修学生に関し必要な事項は、別に定める。 

２ 長期履修学生に関することは、別に規定するもののほか、各章の規定を準用する。 

第39条 次の各号のいずれかに該当する者は、学長が除籍する。 

(1) 第４条の最長在学年限にして修了できない者 

(2) 学費の滞納が３か月以上におよび、督促を受けても納入しない者 

(3) 正当な理由なく、無届で３か月以上連続欠席した者 

(4) 休学期間が通算３か年を超えて復学できない者 

(5) 死亡した者 

第６章 賞罰 

第40条 本章に関する事項は、昭和女子大学学則を準用する。 

第７章 授業料、貸給費、実験実習教材費及びその他の費用 

第41条 学生の納入金は、授業料・施設設備金・実験実習教材費・厚生文化費とする。た

だし、生活機構研究科生活文化研究専攻修士課程１年制コースの学生の納入金は単位授

業料、基礎授業料とする。 



２ 各納入金の額は、別表(2)のとおりとする。 

３ 各納入金は、次の２期に分納する。 

前期：４月30日まで 

後期：10月31日まで 

ただし、生活機構研究科生活文化研究専攻修士課程１年制コースの納入金は次の２期

に分納する。 

前期：５月31日まで 

後期：11月30日まで 

４ 休学の場合は次のとおりとする。 

(1) 学期の始めから休学する場合（入学と同時に休学を開始する場合を除く。）は、当

該学期の納入金を免除し、在籍料として別表(2)に定める額を納入するものとする。 

(2) 入学と同時に休学を開始する場合は、すでに納めた納入金は返金しない。 

(3) 学期の途中から休学する場合は、当該学期の納入金を納めなければならない。 

第42条 学業優秀にして、志操堅固な者には、一定の学資を給付又は貸与することがあ

る。 

２ 学資の給付及び貸与に関する規程は、別に定める。 

第43条 一旦納入した諸料金は、事情の如何にかかわらず返還しない。ただし、学期の始

めから休学する者、又は前学期の日付をもって退学する者については、既に納入された

当期学納金の全部又は所定の学納金との差額分を返還する。また、入学辞退者の授業料

等返還に関する手続きについては、別に定める。 

第８章 教員組織並びに運営 

第44条 本大学院の授業科目の担当並びに研究指導の教員は、昭和女子大学の教授の中か

ら学長が委嘱する。ただし、必要ある場合は、昭和女子大学の教授以外から委嘱するこ

とがある。 

第45条 本大学院の管理、運営に関する重要事項を審議するため、大学院委員会を置く。 

２ 大学院委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

第46条 各研究科に、学生の入学、修了及び学位の授与のほか、当該研究科の教育研究に

関する重要事項を審議するため、研究科教授会を置く。 

２ 研究科教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

第47条 本大学院生活機構研究科に近代文化研究所、女性文化研究所、国際文化研究所、

生活心理研究所及び女性健康科学研究所を附設する。 



第48条 本学則の細則は、別に定める。 

第49条 本学則は、変更の必要性がある場合、内容を変更することができる。 

附 則 

本学則は、昭和49年４月４日から実施する。 

附 則 

本学則は昭和50年４月１日から一部変更する。（第18条、第20条、第33条改訂） 

附 則 

本学則は昭和51年４月１日から一部変更する。（第33条改訂） 

附 則 

本学則は昭和52年４月１日から一部変更する。（第33条改訂） 

附 則 

本学則は昭和53年４月１日から一部変更する。（第33条改訂） 

附 則 

本学則は昭和54年４月１日から一部変更する。（第33条改訂） 

附 則 

本学則は昭和61年４月１日から一部変更する。（家政学研究科設置に伴う改訂） 

附 則 

本学則は昭和63年４月１日から一部変更する。（第18条、第20条、第33条改訂） 

附 則 

本学則は平成元年４月１日から一部変更する。（博士課程設置に伴う改訂） 

附 則 

本学則は平成２年４月１日から一部変更する。（大学院設置基準一部改正、教育職員免

許法、同施行規則改正、教育課程一部改訂等に伴う改訂） 

附 則 

本学則は平成３年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程及び別表２ 学納金

の改訂） 

附 則 

本学則は平成４年４月１日から一部変更する。（大学院設置基準一部改正、学位規則一

部改正、教育課程一部改訂、授業料等一部改訂） 

ただし第18条及び別表２については、平成４年４月以前の入学者にも適用する。 

附 則 



本学則は平成５年４月１日から一部変更する。（家政学研究科を廃止して生活機構研究

科修士課程の設置に伴う改訂） 

ただし平成４年度以前入学の家政学研究科在学生には旧学則を適用する。 

附 則 

本学則は平成６年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成７年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成８年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成９年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成10年４月１日から一部変更する。（第６条改訂、別表１ 教育課程の一部

改訂） 

附 則 

本学則は平成11年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成12年４月１日から一部変更する。（第43条改訂、別表１ 教育課程の一部

改訂） 

附 則 

本学則は平成13年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂、別表２ 

授業料等一部改訂） 

附 則 

本学則は平成14年４月１日から一部変更する。（第38条改訂、別表１ 教育課程の一部

改訂） 

附 則 

本学則は平成15年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成16年４月１日から一部変更する。（別表１ 教育課程の一部改訂） 

附 則 

本学則は平成17年４月１日から一部変更する。（第15条（教育方法の特例）、第18条第



５項の追加（入学前の既修得単位等の認定）、第39条の削除、別表(1)教育課程の一部改

定、別表(2)の改定、その他文言整備） 

附 則 

本学則は平成18年４月１日から一部変更する。（生活機構研究科福祉社会研究専攻設

置、長期履修学生、別表(1)教育課程の一部改定、別表(2)の改定に伴う改訂） 

附 則 

本学則は平成19年４月１日から一部変更する。（生活機構研究科環境デザイン研究専攻

設置に伴う改訂）別表(1)教育課程の一部改訂、別表(2)の改定に伴う改訂、第３条、第４

条、第５条、第27条、第29条の改定、第16条(FD)追加） 

附 則 

本学則は平成20年４月１日から一部変更する。（生活機構研究科 人間教育学専攻設置

に伴う改訂）別表(1)教育課程の一部改訂、別表(2)の改定に伴う改訂、（文学研究科 言語

教育・コミュニケーション専攻博士後期課程設置に伴う改定）別表(1)教育課程の一部改

訂、第５条、第６条、第19条の改定 

附 則 

本学則は平成21年４月１日から一部変更する。（学校教育法及び学校教育法施行規則改

正に伴う改定、学位の表追加） 

附 則 

本学則は平成22年４月１日から一部変更する。（生活科学研究専攻の学位の変更） 

附 則 

本学則は平成23年４月１日から一部変更する。（別表(1)教育課程の一部改定、第33条第

６項の追加） 

附 則 

本学則は平成24年４月１日から一部変更する。（別表(1)教育課程の一部改定） 

附 則 

本学則は平成25年４月１日から一部変更する。（文学研究科文学言語学専攻博士後期課

程設置に伴う改定） 

附 則 

本学則は平成25年４月１日から施行する。日本文学専攻博士後期課程、英米文学専攻博

士後期課程、言語教育・コミュニケーション専攻博士後期課程は平成25年度から募集を停

止し、在学生がいなくなるのを待って廃止する。（日本文学専攻博士後期課程、英米文学



専攻博士後期課程、言語教育・コミュニケーション専攻博士後期課程の収容定員減員・募

集停止） 

附 則 

本学則は平成26年４月１日から一部変更する。（別表(1)教育課程の一部改定） 

附 則 

本学則は平成26年４月１日から一部変更する。（英米文学専攻博士後期課程及び言語教

育・コミュニケーション専攻博士後期課程の収容定員減員、日本文学専攻博士後期課程の

廃止） 

附 則 

本学則は平成27年４月１日から一部変更する。（学校教育法改正に伴う条文の改定、英

米文学専攻博士後期課程の廃止） 

附 則 

本学則は平成28年４月１日から一部変更する。（別表(1)教育課程の一部改定） 

附 則 

本学則は平成29年４月１日から一部変更する。（言語教育・コミュニケーション専攻博

士後期課程の廃止） 

附 則 

本学則は平成30年４月１日から施行する（公認心理師の受験資格に関する条文の追加、

休学時の納入金に関する改定）。ただし、第41条第６項の規定については、平成30年度在

籍者かつ平成30年４月１日以降の休学者から適用する。 

附 則 

本学則は平成30年10月１日から施行する。（入学に関する条文の改定及び整備） 

附 則 

本学則は平成31年４月１日から一部変更する。（別表(1)教育課程の一部改定） 

附 則 

本学則は令和２年４月１日から施行する。（民法改正に伴う改正、条文整備） 

附 則 

本学則は令和３年４月１日から一部変更する。（生活機構研究科生活文化研究専攻修士

課程、生活機構研究科福祉社会研究専攻修士課程の教育課程の一部変更に伴う関連条文の

改定、別表(2)の改定） 

附 則 



本学則は令和３年４月１日から変更する。（除籍に関する変更、大学院設置基準改正に

伴う条文の改定） 

附 則 

本学則は令和４年４月１日から一部変更する。（文学研究科言語教育・コミュニケーシ

ョン専攻博士前期課程の教育課程の一部変更に伴う関連条文の改定、別表(2)の改定） 

附 則  

本学則は令和５年４月１日から施行する。（専門職大学院設置に伴う関連条文の改定、

生活機構研究科福祉社会研究専攻修士課程の教育課程の一部変更に伴う関連条文の改定、

別表（２）の改定） 

附 則  

本学則は令和５年４月１日から施行する。（学納金の納入期限、延納願及び返金に関す

る改定） 

附 則  

本学則は令和６年４月１日から施行する。（教職課程取り下げ、保証人の削除に伴う改

定） 

附 則  

１．本学則は令和７年４月１日から施行する。ただし、文学研究科の収容定員は、第６条

の規定にかかわらず、令和７年度は次のとおり定める。日本文学専攻博士前期課程、英米

文学専攻博士前期課程、言語教育・コミュニケーション専攻博士前期課程は令和７年度か

ら募集を停止し、在学生がいなくなるのを待って廃止する。（文学研究科文学言語教育専

攻博士前期課程の設置並びに日本文学専攻博士前期課程、英米文学専攻博士前期課程及び

言語教育・コミュニケーション専攻博士前期課程の収容定員減員・募集停止に伴う改定） 

研究科名 専攻名 
令和７年度 

博士前期課程 博士後期課程 

文学研究科 文学言語教育専攻 15名 ― 

日本文学専攻 5名 ― 

英米文学専攻 5名 ― 

言語教育・コミュニケーション専攻 10名 ― 

文学言語学専攻 ― 15名 

計 35名 15名 

２．前項の日本文学専攻博士前期課程については、在学生がいなくなったため、令和７年



４月２４日をもって廃止する。 

附 則  

本学則（令和７年４月１日改正の附則の改正）は、令和７年４月２４日から施行する。

（文学研究科日本文学専攻博士前期課程の廃止） 

 



























別表（２）

大学院の学納金
１．[2025年度（令和7年度）の入学者]

　Ａ．本学出身者 （単位：円）

入学金 施設設備金 授業料 実験実習 厚生文化費 入学時 後期 年間

教材費 納入額 納入額 納入総額

（半年分） （半年分） （半年分） （半年分）

文学言語教育専攻 0 57,500 375,300 7,500 2,500 442,800 442,800 885,600

文学言語学専攻 0 57,500 375,300 7,500 2,500 442,800 442,800 885,600

生活文化研究専攻 0 57,500 390,300 7,500 2,500 457,800 457,800 915,600

心理学専攻 0 57,500 390,300 15,000 2,500 465,300 465,300 930,600

福祉社会研究専攻 0 57,500 390,300 7,500 2,500 457,800 457,800 915,600

生 活 機 構 研 究 科 人間教育学専攻 0 57,500 390,300 7,500 2,500 457,800 457,800 915,600

環境デザイン研究専攻 0 57,500 405,300 30,000 2,500 495,300 495,300 990,600

生活科学研究専攻 0 57,500 405,300 30,000 2,500 495,300 495,300 990,600

生活機構学専攻 0 57,500 381,300 9,000 2,500 450,300 450,300 900,600

（注） １．学費は専攻ごとに入学年度で定められ、修了年次までのスライド制とする。

２．休学の場合、在籍料として半期90,000円を納入する。

３．再入学の場合、手続料として入学検定料相当額を徴収する。

　Ｂ．他学出身者 （単位：円）

入学金 施設設備金 授業料 実験実習 厚生文化費 入学時 後期 年間

教材費 納入額 納入額 納入総額

（半年分） （半年分） （半年分） （半年分）

文学言語教育専攻 100,000 57,500 375,300 7,500 2,500 542,800 442,800 985,600

文学言語学専攻 100,000 57,500 375,300 7,500 2,500 542,800 442,800 985,600

生活文化研究専攻 100,000 57,500 390,300 7,500 2,500 557,800 457,800 1,015,600

心理学専攻 100,000 57,500 390,300 15,000 2,500 565,300 465,300 1,030,600

福祉社会研究専攻 100,000 57,500 390,300 7,500 2,500 557,800 457,800 1,015,600

生 活 機 構 研 究 科 人間教育学専攻 100,000 57,500 390,300 7,500 2,500 557,800 457,800 1,015,600

環境デザイン研究専攻 100,000 57,500 405,300 30,000 2,500 595,300 495,300 1,090,600

生活科学研究専攻 100,000 57,500 405,300 30,000 2,500 595,300 495,300 1,090,600

生活機構学専攻 100,000 57,500 381,300 9,000 2,500 550,300 450,300 1,000,600

（注） １．学費は専攻ごとに入学年度で定められ、修了年次までのスライド制とする。

２．修了年次後期に、光葉同窓会費20,000円を納入する。

３．休学の場合、在籍料として半期90,000円を納入する。

４．再入学の場合、手続料として入学検定料相当額を徴収する。

２．[2025年度（令和7年度）文学研究科文学言語教育専攻英語教育専修コースの入学者] （単位：円）

入学金 施設設備金 授業料 実験実習 入学時 後期 年間

教材費 納入額 納入額 納入総額

（半年分） （半年分） （半年分）

文 学 研 究 科
文学言語教育専攻専攻
　 英語教育専修コース

100,000 57,500 552,400 7,500 717,400 617,400 1,334,800

（注） １．本学出身者の入学金は0円とする。

２．休学の場合、在籍料として半期90,000円を納入する。

３．修了年次後期に、光葉同窓会費20,000円を納入する。(本学出身者を除く)

３．[2025年度（令和7年度）生活機構研究科生活文化研究専攻1年制コースの入学者］ （単位：円）

入学金 基礎 単位

授業料 授業料

（半年分）

生 活 機 構 研 究 科 生活文化研究専攻 1年制コース 100,000 100,000 45,000/単位

（注） １．本学出身者の入学金は0円とする。

２．基礎授業料、単位授業料は、年度毎に定める。

３．単位授業料は履修登録した単位分を納入する。基礎授業料は2年目以降も在籍する場合は表に定める金額を納入する。

４．単位を必要としない履修（聴講）は科目等履修生の聴講料の半額（1単位12,000円）を単位分納入する。

５．休学の場合、在籍料として半期90,000円を納入する。

６．修了年次後期に、光葉同窓会費20,000円を納入する。(本学出身者を除く)

４．[2021年度（令和3年度）〜2024年度（令和6年度）の入学者] （単位：円）

施設設備金 授業料 実験実習 厚生文化費 前期 後期 年間

教材費 納入額 納入額 納入総額

（半年分） （半年分） （半年分） （半年分）

日本文学専攻 57,500 375,300 7,500 2,500 442,800 442,800 885,600

英米文学専攻 57,500 375,300 5,000 2,500 440,300 440,300 880,600

言語教育・コミュニケーション専攻 57,500 375,300 7,500 2,500 442,800 442,800 885,600

文学言語学専攻 57,500 375,300 7,500 2,500 442,800 442,800 885,600

生活文化研究専攻 57,500 390,300 7,500 2,500 457,800 457,800 915,600

心理学専攻 57,500 390,300 15,000 2,500 465,300 465,300 930,600

福祉社会研究専攻 57,500 390,300 7,500 2,500 457,800 457,800 915,600

生 活 機 構 研 究 科 人間教育学専攻 57,500 390,300 7,500 2,500 457,800 457,800 915,600

環境デザイン研究専攻 57,500 405,300 30,000 2,500 495,300 495,300 990,600

生活科学研究専攻 57,500 405,300 30,000 2,500 495,300 495,300 990,600

生活機構学専攻 57,500 381,300 9,000 2,500 450,300 450,300 900,600

（注） １．学費は専攻ごとに入学年度で定められ、修了年次までのスライド制とする。

２．修了年次後期に、光葉同窓会費20,000円を納入する。（本学出身者を除く）

３．休学の場合、在籍料として半期90,000円を納入する。

４．再入学の場合、手続料として入学検定料相当額を徴収する。

文 学 研 究 科

文 学 研 究 科

文 学 研 究 科



別表（２）検定料

試験名 院・学部別 検定料

大学院入試

（学内推薦・一般・社会人・留学生）

大学院 35,000 円 


	
	2025年度（令和7年度）大学院


